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１ 知事本局 米軍基地対策 

事
業
概
要 

都内には現在、８つの米軍基地がある。基地の所在は、その周辺において騒音

など様々な問題を生じさせるとともに、地域のまちづくりの障害となっている。 

東京都は、都民生活の安全を守り、地域のまちづくりを推進するため、都内米

軍基地の整理・縮小・返還に向け取り組んでいる。また、個別の基地問題の解決

を図るため、基地運用の適正化や周辺対策の充実・強化について、関係自治体と

連携し、国等に働きかけるとともに、返還までの対策として、基地周辺地域の生

活の利便性の向上や経済の活性化に資するよう、共同使用の促進を提案している。

なお、横田基地については、平成 15 年５月の小泉・ブッシュ会談で、軍民共用

化の実現可能性について検討することが合意され、同年 12 月、東京都と関係省庁

間で「連絡会」を設置し、実務的な協議を進めている。 

平成 18 年 10 月、米軍再編協議の中で合意された日米両政府による共用化の公

式な協議組織であるスタディグループが設置され、軍民共用化の具体的な条件や

態様に関する検討を行ってきたところであるが、定められた期限内に合意に至ら

ず、現在も継続している。これまでの日米協議の経過を踏まえ、協議の促進に向

けた取組を強化し、その早期実現を図るよう、日本政府に要請している。 

こ
れ
ま
で
の
経
過 

平成 24年度（第１・２四半期）の取組 

・知事がキャンベル米国務次官補に軍民共用化の早期実現を要請（４月） 

・日米首脳会談で野田首相からオバマ大統領に、軍民共用化の検討を要請（４月）

・「米軍基地の整理・縮小・返還（特に、多摩サービス補助施設及び赤坂プレスセ

ンターの返還）の促進」、「横田基地の軍民共用化の推進」及び「横田空域及び

管制業務の返還」を国に提案要求（６月） 

・横田基地軍民共用化に関する政府関係省庁と都による局長級会議開催（７月） 

・「渉外関係主要都道県知事連絡協議会」として、国に対し、基地の整理・縮小・

返還や環境対策等の日米地位協定の見直し、財政措置の新設・拡充などの総合的

な基地対策を要望（７月） 

現
在
の
進
行
状
況 

平成 24年度（第３・４四半期）の取組 

・関東地方知事会で横田基地軍民共用化等の早期実現について国に要望すること

を決議（10 月） 

・「米軍基地の整理・縮小・返還（特に、多摩サービス補助施設及び赤坂プレスセ

ンターの返還）の促進」、「横田基地の軍民共用化の推進」及び「横田空域及び

管制業務の返還」を国に提案要求（11 月） 

・防衛施設周辺対策制度の見直しについて、防衛省に対し要請（２月） 

・厚木飛行場等周辺の航空機騒音防止の推進について国及び米軍に要請（２月） 

・横田飛行場周辺の航空機騒音防止対策推進について米軍に要請（３月） 

今
後
の
見
通
し 

「米軍基地の整理・縮小・返還（特に、多摩サービス補助施設及び赤坂プレス

センターの返還）の促進」、「横田基地の軍民共用化の推進」及び「横田空域及び

管制業務の返還」について、引き続き国等に強く要請していく。 

また、今後も個別の基地問題の解決を図るため、基地運用の適正化や周辺対策

の充実・強化について、関係自治体と連携し国等に働きかける。 

なお、横田基地の軍民共用化については、「連絡会」で引き続き実務レベルの協

議を続ける。 

問い合わせ先 知事本局基地対策部 電話 03-5388-2146 

 


